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逗子市防災課 
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地方分権改革有識者会議提案募集検討専門部会におけるヒアリング説明資料 

１ 逗子市の現況（平成 26 年４月１日現在） 

自主防災組織数：70 団体（東日本大震災以降、10 団体が新たに結成されている。） 

加入率：73.6%（自主防災組織加入世帯数と市内全世帯数との比率） 

【参考  逗子市の人口：57,749 人  世帯数：24,110 世帯】 

２ 逗子市における自主防災組織への助成制度 

 逗子市では、地域の自主的な防災意識の高揚と普及を図ることを目的として、自主防

災組織に対する防災資機材等購入費補助制度を設け、防災資機材をはじめとする防災備

蓄品等の整備を促進している。 

特に、新たに結成された団体に対しては、一定程度の資機材が揃うまでは、地域負担

とならないように、補助率及び補助限度額を優遇するなどの策を講じ、地域防災力の強

化を図るとともに、自主防災組織の育成、指導及び増加に努めている。（詳細は別添１、

別添２のとおり） 

３ 自主防災組織等が設置している防災倉庫の例 

通番３１：備蓄（防災）倉庫に係る建築確認等の規制緩和（全国市長会）
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４ 建築確認が必要か否かについてのフロー図（現状） 

 

 

 

 

５ 支障事例 

各自主防災組織からは、公園などの公共施設に防災倉庫を設置させてほしい旨の要望

が多くあがっている。各組織が設置しようとしている倉庫は、一般家庭で設置している

ような簡易なスチール製物置（床面積 10 平方メートル以内）であることが多い。 

上記のような公園等は、その敷地内に他の建築物がない場合が多く、建築物としては

新築扱いとなる。そのため、建築確認申請の必要が生じ、その手続き及び費用が各組織

にとって大きな負担となり（詳細は以下に記載）、防災倉庫の設置を断念してしまう状況

となっている。その結果、防災意識の低下につながることが懸念されている。 

実際にこうしたことが支障となって、防災倉庫の整備に結びつかなかったケースが 

十数件あり、他の自治体においても同様の問題が生じている。 

新築？ or 増築？

新築 

建築確認必要 

増築 

増築の床面積は 

10 ㎡以内？ 

No 

Yes 

建築場所は防火地域 

または準防火地域？ 

Yes 

No 

建築確認不要 

START 

■建築確認が不要な増築のイメージ

新たな建築物（10 ㎡以内） 

※棟としては新築だが、敷

地単位としては増築となる 

防火地域・準防火地域以外の敷地 

防火地域・準防火地域以外で 

10 ㎡以内の増築であれば、 

建築確認は不要。 

既存建築物 
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６ 市民からの要望の一例（市長への手紙の抜粋） 

・受付日 

平成 24 年○月○日 

・件名 

○○公園内に設置の防災倉庫について 

・内容 

私は、○○自治会の防災副部長をしております○○と申します。 

○○公園内に設置しております防災倉庫は、海至近のため錆びて腐っており、○○自

治会では、この度取替えを検討しております。 

防災課経由で緑政課から了承を得ましたが、先に「確認申請」が必要とのことでした。

県の建築指導課では、「取替えは建物の新築となるため、確認申請が必要」とのことでし

た。因みに従来の防災倉庫は、約３平方メートルの市販のスチール製物置で、今回同じ

もので取替えを考えております。県の建築指導課では、「通常の住居と同様の布基礎で、

アンカーを設置して物置と緊結する必要がある」とのことでした。 

 確認申請には、建築士の手が必要で、必要図面作成料と申請料及び申請の手間代で 15

～16 万円必要（市内の○○設計に確認済み）更に基礎の築造に 20 万円程度（土木業者

に確認済み）で物置の購入金額 15 万円程度の合計は 50 万円にも及びます。 

 防災倉庫は元々防災課からの依頼を受けたもので、○○自治会では自治会費の中から

倉庫や資機材を購入して収納しています。 

１．防災倉庫内に収納している資機材共々引き渡すので、今後は市で管理をしてもらえ 

ないか？ 

２．倉庫は○○自治会で購入し取り換えるので、防災課で確認申請をして貰えないか？ 

３．腐るに任せるしかなく、やがて当地域から防災倉庫はなくなるが、それでもよいか？ 

市の外れで避難場所からも遠い当地域の防災倉庫です。 

一旦緩急あった場合は絶対に防災倉庫が必要と考えます。 

市長がトップダウンの決定をしていただき、善処して頂けませんでしょうか？ 

７ まとめ 

 床面積 10 平方メートル以内の増改築時であれば建築確認が不要となっている現状に

鑑み、床面積が 10 平方メートル以内であれば、新築や防火地域・準防火地域の区別な

く建築確認申請を一律に不要としていただきたい。 

※本提案を図示すると次のとおりとなる。 
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８ その他 

＜今回の提案をもう一歩踏み込んで発言させていただくと・・・＞ 

市販の簡易なスチール製物置の中には、その構造等が建築基準法に適合していないた

めに、建築確認が得られないものも見受けられる。こうした製品が一般的に流通してい

る現状を踏まえるならば、床面積が 10 平方メートル以内の防災倉庫については、一律建

築物扱いとせず（建築基準法の適用除外）、転倒防止などの最低限の措置を講ずることで

設置できるような環境を整えていただきたい。 

建築確認必要 

床面積は 

10 ㎡以内？ 

No 

Yes 
建築確認不要 

新築？ or 増築？ 

新築 

建築確認必要 

増築 

増築の床面積は 

10 ㎡以内？ 

No 

Yes 

建築場所は防火地域 

または準防火地域？ 

Yes 

No 

建築確認不要 

START 

【提案実現後】 

【現 行】 
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別添１

（抜粋版）

出典：総務省消防庁ホームページ　 

（http://www.fdma.go.jp/html/life/bousai/bousai_2304-all.pdf）



表２－５ 目的別の主な防災資機材（例） 

① 情報収集・伝達用

② 初期消火用

③ 水防用

④ 救出用

⑤ 救護用

⑥ 避難所・避難用

⑦ 給食・給水用

⑧ 訓練・防災教育用

⑨ その他
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① 各家庭に、消火器（地震時に転倒しても使用可能な粉末消火器、強化液消

火器等）、汲置の水バケツ、消火用水または乾燥砂等を備えるよう指導、

推奨する。

② 応急手当用医薬品については、できれば地域内の病院、薬局等に対して、

災害時には医薬品の提供が得られるよう協議しておく。

③ 救急救命用資機材として、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置箇所等を

把握しておく。

④ 救助用の大型工作資機材については、地域内の土木、建設会社等に対して、

災害時に機材の貸与が得られるよう協議しておく。

⑤ 訓練用の資機材等、近隣の自主防災組織や団体、事業所等と必要に応じて

資機材を共有し、効率のよい維持管理への工夫も必要である。
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